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（１）指摘事項　・・・　該当なし　

（２）監査意見　・・・　該当なし　

（３）決算審査意見　・・・　該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況　・・・　該当なし 　

３　組織及び業務調べ

４　職員の定員、現員調べ

31.4.1
現在

30.4.1
現在

31.4.1
現在

30.4.1
現在

31.4.1
現在

30.4.1
現在

31.4.1
現在

30.4.1
現在

9 9 9 9

(4) (1) (  ) (  ) (  ) (  ) (4) (1)

育児休業１名
定数外2名（山陰合同銀行、ダイキン工業か
らの派遣各1名）、定数内1名（ダイキン工業
へ派遣）

10 11 10 11

1 2 0 0 0 0 1 2 定数外2名－定数内１名＝1名

0 0

1 0 1

５ 役付職員の調べ

（令和元年7月１日現在）

年 月

備　　　　　考

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

通商物流課
・物流施策に関すること
・県内企業の海外展開サポートに関すること
・環日本海定期貨客船航路の推進に関すること

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

 課長 山本　桂司 4 0
旧経済産業総室主幹（１年）課長補佐（２
年）、旧経済産業総室課長補佐（２年３月）を
含め９年３月

職　　　　　名

 課長補佐 寺杣　祐以 1 3

 課長補佐 清水　明史 6 3
旧経済産業総室課長補佐（２年３月）を含め
６年３月

課長補佐 飯野　秀樹 0 3

課長補佐 村井　雄一 0 3
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源
23,871 10,138 13,733

ア 目的及び事業の実施状況
　目的

　事業の実施状況

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

・「鳥取・吉林ＡＤＡＳ・ＥＶプロジェクト」については、プロジェクトを更に推し進めていくため、第一汽車と
具体的な協議を進めていくとともに、人材交流の面でも吉林省の大学生の県内企業への視察受け入れ
など、双方にメリットのある受入スキームを構築していく必要がある。

　ＧＴＩ北東アジア地方協力委員会を鳥取県で開催し、広域図們江地域の物流促進及び、環日本海圏定
期貨客船航路の利用拡充等について参加地域間で議論を行った。
【開催概要】
　主　催：ＧＴＩ事務局、鳥取県
　時　期：平成３０年７月
　場　所：ロイヤルホテル大山
　参加者：吉林省、遼寧省、黒竜江省、内モンゴル自治区、営口市、韓国政府、江原道、釜山広域市、ドルノド県

（２）鳥取・吉林海上輸送ルート構築事業
　ＤＢＳを活用した中国吉林省との物流ルート構築を目指し、4月21日（土）及び10月13日（土）の境港出
港便により、２回のトライアル輸送を実施した。
　【実施方法】
　（１）ロシア・ザルビノ港へのトライアル運航業務（ＤＢＳクルーズフェリージャパンへ委託）
　（２）上記運航に係る貨物輸送実証実験業務（日本通運へ委託）

（３）鳥取・吉林ADAS・EVプロジェクト事業補助金
　ＥＶ・ＡＤＡＳ市場のシェア拡大が見込まれる中国第一汽車（吉林省）に対し、車載デバイス製品供給化
を目指すことを目的とした各種事業を展開した。また、その事業に参加する県内ADAS・EV関連企業のう
ち、申請のあった２社に対し、その取組に関する経費の一部を支援した。
　【支援対象】中国第一汽車との実証実験交流に参加する県内企業
　【対象経費】渡航経費、輸送経費等実証実験等に必要となる経費（補助率：1/2、上限：450千円）

・ＤＢＳクルーズフェリーを活用した北東アジアへの新規物流ルート構築を目指し、その取組の相乗効果
を高めるため、各種事業間で密接に絡み合うとともに、各種関係機関とも連携しながら、事業に取り組
んだ。

・ＧＴＩ地方協力委員会ロジスティック小委員会（ＬＳＣ）において、鳥取県と吉林省はＤＢＳ航路を活用した
吉林省へのトライアル輸送を共同提案し、ＧＴＩのプロジェクトとして承認された。

・ＤＢＳのザルビノ延伸トライアルの取組により、実際に当該ルートにより輸送を行ってみることで、大連
ルートより４日間程度リードタイムが短縮するメリットがあることが判明したほか、ロシア極東税関の対応
におかる課題が判明するなど、様々な収穫が得られた。

・「鳥取・吉林ＡＤＡＳ・ＥＶプロジェクト」を一層推進していくため、１０月に北京で開催された日中第三国
市場協力フォーラムに参加し、鳥取県平井知事と吉林省景省長の間で、プロジェクトを推進していくため
の覚書を締結するに至った。

・ＧＴＩ地方協力委員会については、各国参加地方政府も、鳥取県がトライアル輸送を実施する機会をと
らえて、本ルートを活用した輸送を実施するなど、貨物の創出・新規物流ルート構築に向けて更なる協
力関係を構築していくことが必要である。

（１）ＧＴＩ北東アジア地方協力委員会の鳥取県開催

事　業　名 決算額
財源内訳

ＧＴＩと連携した北東アジア輸送ルート確立事業
鳥取元気プロジェクト ―
元気づくり総合戦略 ―

（ア）
　北東アジアの各地方政府で構成される広域図們江開発計画（ＧＴＩ）・地方政府委員会が、鳥取県で開
催されることを契機に、地方政府間の連携の強化を図り、「境港」における国　際物流の活性化に向けた
取組を促進する。
　　また、友好交流協定を締結している中国・吉林省との経済交流の活発化に向けて、環日本海圏定期
貨客船の新たな航路開拓に向けたトライアル運航・輸送等を実施するなど、北東アジアとの国際物流の
拡大を図る。

（イ）
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６　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源
14,941 7,470 7,471

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課題

・本年２月のモスクワ経済ミッションにより、ロシア側窓口である露日ビジネスカウンシルと本県が「日本国
鳥取県とロシア連邦露日ビジネスカウンシルとの協力に関する覚書」を締結した。

　ウラジオストクビジネスサポートセンター及びロシア専門マネージャーのサポート支援、露日ビジネスカ
ウンシルとの交流、鳥取県版「中小企業及び人的交流分野における協力プラットフォーム」による連携に
より、医療、廃棄物処理等の分野における個別案件を確実に成約に結び付けるとともに、案件数の拡大
を進めていく。

（１）鳥取県版「中小企業及び人的交流分野における協力プラットフォーム」の枠組とウラジオストクビジネ
スサポートセンター及びロシア専門マネージャーを活用して、DBSを利用したロシアへの輸出を促進する
ため、ロシア郵便局における日本製品販売プロジェクト説明会及びロシアビジネス商談会を、鳥取、米
子、大阪で開催した（平成３０年５月、１２月）。

（２）ウラジオストクで開催された第４回東方経済フォーラム（平成３０年９月）において、県内企業がロシア
サハ共和国の廃棄物処理プラント建設に関する覚書を締結し、本契約に向けて調整中。

（３）鳥取県版「中小企業及び人的交流分野における協力プラットフォーム」で、医療分野、環境分野を中
心とした経済ミッションをモスクワに派遣し、露日ビジネスカウンシルとの間で意見交換を行い、ロシア向
けの外需獲得につながる案件について協議した（平成３１年２月）。

　ウラジオストクビジネスサポートセンター及びロシア専門マネージャーを県内企業が利用して、ロシアと
の新ビジネス創出につなげる可能性を増やすため、①ロシア郵便局への日本製品販売プロジェクト、②医
療、環境を中心とした分野の需要獲得の為の経済ミッション派遣など、具体的な課題の下で、企業が参加
しやすい案件造成に努めた。

・県内企業が、ロシア側企業と協力覚書を締結するなど、廃棄物処理、医療分野で県内企業の具体的な
案件が進捗した。

元気づくり総合戦略

（ア）

（イ）

　鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター及びロシア専門マネージャーのサポート機能を活用しな
がら、県内の貿易支援機関、経済団体及び金融機関等がメンバーである鳥取県版「中小企業及び人的交
流分野における協力プラットフォーム」における連携により、県内企業のロシアからの需要獲得を行ってい
く。

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

ロシアビジネス拠点化構築事業
鳥取元気プロジェクト
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

33,600 33,600

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

　　航路の定着、安定化を図るため、運航経費の一部について助成を行った。

・交付先　：　環日本海経済活動促進協議会

　　　　Ｈ２８．４に発生した熊本地震において実際に震災対応され、早期復旧した熊本県の２事業者の事例や、先駆的なＢＣＭ（事業継続マネジメント）に取り組んでいる県内企業の事例等を紹介するセミナーを行った。

・運航回数（境港～東海間）　：　４８往復　（なお、航路全体の総運航回数は９７往復）

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

　（参考）境港における利用状況（境港管理組合による集計）

※取扱貨物量のトン数の単位はft（フレートトン）

エ 課　題

事　業　名 決算額
財源内訳

環日本海圏航路就航奨励事業

鳥取元気プロジェクト Ⅰ　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

元気づくり総合戦略 Ⅱ　産業未来・雇用創造　５　北東アジアのゲートウェイの推進

（ア）

　　境港～東海～ウラジオストクを結ぶ環日本海定期貨客船航路の安定的かつ継続的な運航に資するため、境港～東海
間の運航経費の一部を助成する。

（イ）

・交付額　：　３３，６００千円

・助成対象　：　境港～東海間の運航経費のうち固定的経費の１／１０を助成。（１往復あたり１００万円を上限）

・負担割合　：　鳥取県　７／１０、中海・宍道湖・大山圏域市長会　３／１０

○外国人観光客に向けた県産品販売を促進するため、ＤＢＳ船内に県産品販売コーナーを設置した。
○モスクワ－東京オートラリー境港入港歓迎セレモニーを開催。欧露部と日本を結ぶ唯一の定期貨客船航路であることを
広く周知した。

　平成２１年６月の就航以来、環日本海定期貨客船航路の定期運航が継続され、外国人観光客の誘致や県内企業の海外
での販路拡大など、様々な波及効果をもたらしている。

　
　日韓露の３カ国を結ぶ航路の運営は、国内外の政治・経済・社会情勢等の外的変動を受けやすく、運航会社は資本の増
強等により安定運航の継続に努めているが、自立して持続可能な水準に至っていない。

　［航路に影響を与えた主な外的変動］
　　東日本大震災（平成23年）、ウクライナ危機及び対露経済制裁発動（同25年）、客船セウォル号沈没事故（同26年）
　　ＭＥＲＳ（中東呼吸器症候群）流行（同27年）、鳥取県中部地震発生（同28年）
　
　平成３０年（１月～１２月）の環日本海定期貨客船航路の境港取扱貨物量について、重量（ft）ベースで前年（平成２９年）と
比べ８．６％減少しており、航路を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。
　運航会社による自立的な運航への早期移行を図るために、県としても関係機関と連携しながら、貨客や旅客の誘致の取
組を継続する必要がある。
　また、本年６月に、ＤＢＳクルーズ本社が新経営陣に交替になったことから、引き続き同社と連絡を密に取り、安定就航を
図っていく。

年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 計

 運航回数（往復） 50 86 50 50 49 49 48 53 50 49 534

 延べ乗客数（人） 17,568 26,589 23,475 25,388 24,410 17,353 26,934 29,143 33,567 27,815 252,242

 取扱貨物量（トン） 996 8,002 7,791 8,923 9,737 7,127 6,019 6,461 7,111 6,498 68,665
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源
43,222 614 42,608

ア 目的及び事業の実施状況
　目的

　事業の実施状況
（１）普及啓発の推進

　　○県内企業海外展開ファイル作成事業

　　○とっとり国際ビジネスセンター運営事業

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

事　業　名 決算額
財源内訳

県内企業海外展開サポート事業
鳥取元気プロジェクト Ⅰ　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

海外展開活動支援事業補
助金

＜県内企業海外展開支援補助金＞
企業が独自に海外見本市や商談会に参加し、販売開拓に取り組む
場合の経費の一部を補助する。
・補助率　　１／２
・補助限度額　　チャレンジ型　1,000千円／社
　　　　　　　　　　優良案件先行型　3,000千円／社
・利用企業数　　１１社

元気づくり総合戦略 Ⅱ　産業未来・雇用創造

（ア）

　　経済のグローバル化がますます進展していくことを見据え、県内企業の海外展開の支援を強化する。

（イ）

　幅広い産業分野の県内企業に対し、貿易状況等に関する調査を行い県内企業海外展開ファイルを作成し、県
内貿易支援機関と連携した海外展開支援を実施した。

［センターの概要］
　所在地　：　境港市竹内団地２５５－３（夢みなとタワー内）　※（公財）鳥取県産業振興機構内に設置
　主な業務：　貿易、海外への販路拡大に関する相談対応、海外経済・産業、輸出入制度に関する情報提供、
 　　　　　　　　海外との取引に関するマッチングの支援

成長分野（医療・自動車）
海外展開支援事業

＜商談会開催事業＞
ものづくり系企業の海外販路拡大を支援するため、成長が見込まれ
る医療分野及び自動車分野への参入を中心とした商談会等を実施
した。
◆韓国ＧＭＥＳ　県内参加企業数：３社
◆広州自動車部品展示・技術交流会　県内参加企業数：７社

海外販路開拓活動同行支
援事業

＜海外販路開拓活動同行支援事業＞
県産品海外商談会に参加する県内企業に、とっとり国際ビジネスセ
ンター職員が同行し、アドバイス及びフォローアップを行った。
利用件数：２１件

　グローバル化が進展する中、県内企業がこれらの情勢をうまく取り込みながら海外展開が行っていけるよう、ＪＥＴ
ＲＯ、ＪＩＣＡ、中小企業基盤整備機構等、国レベルの海外展開支援機関ともさらに連携を深め、県内企業が最適な
海外展開を行うことができるよう、海外展開できる県内企業の裾野が広がるよう引き続き支援を行っていく必要があ
る。

海外展開外部専門家派遣
事業

＜専門家派遣事業＞
海外企業との取引を確実に成約に結びつけていくため、県内企業の
海外展開の戦略立案や実務を外部専門家がハンズオンで支援し
た。
利用実績：５社

とっとり国際ビジネスセン
ター体制整備事業

事務所運営費（賃料、光熱費、事務費等）、専門言語スタッフ（韓国、
ロシア、中国）人件費及び専門相談員の配置。

　これまでの支援体制の中でも、県内企業のニーズに応じた海外展開支援を行っているが、県内企業の新たな販
路開拓に繋げるのため、中国東北部を訪問し、現地バイヤーとのネットワーク形成等を行った。

　平成３０年度は、展示会出展、外部専門家派遣事業及び海外展開活動支援事業補助金等を通じて、新規及び継
続分を含めて、新たに外需獲得ができた県内企業が増加した。
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

2,485 2,485

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

【戦略的海外展開構築支援事業　採択件数：2件】

　・鳥取県経済同友会西部支部

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

海外需要獲得強化事業

鳥取元気プロジェクト ―

○自動車ＷＧ：
　大手自動車メーカー技術者による次世代自動車の同行や海外情勢変化についてのセミナーを開催。
　（H30年9月。県内自動車関連部品製造企業等11社が参加）

元気づくり総合戦略 ―

（ア）

　ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡ等、変動する国際経済情勢に迅速に対応し、県内企業の海外需要獲得に向けた
取組を支援する。

（イ）

（１）国際経済動向に対応し、海外市場におけるブランド化や市場席捲等による海外需要獲得に取り組む
　　中小企業グループ等の活動を支援した。

県内中小企業グループによる、ベトナム・タイにおける
①販路拡大、②外国人材活用、③インバウンドの獲得、④企業進出に向けた取り組み

　　 ・リバードコーポレーション(株)

ロシアの輸入規制の変動に対応した、高級ペットフードの販路開拓

（２）国際経済動向を踏まえた海外展開の方向性、課題等についてワーキンググループ（WG）にて
　　産業別（自動車・医療機器・食品）に検討した。

【産業別ＷＧの概要】

○医療機器ＷＧ：専門家によるサポート―チームを編成し、県内企業2社の海外展開を支援。
　　助言を受けつつ海外での販路開拓に取り組み、ノウハウの蓄積や課題の整理を行った。
　　（商品：医療シミュレータロボット、画像解析による転倒検知・予測サービス）

○食品ＷＧ：海外（スイス、ドイツ）のバイヤーを招聘し、現地の日本食市場に関するセミナー及び
　　食品製造業者との商談を支援。
　　（セミナー「」H30年6月開催、県内酒造業者等７社が参加。
　　商談をきっかけに、招聘バイヤーと日本酒、加工食品（かにしゅうまい）等の取引がスタート（３社））

　平成２９年度の産業別ＷＧでの意見を踏まえ、平成３０年度より県内企業の戦略的な海外展開への
支援制度を設けた。

　 県内中小企業グループの東南アジアにおける海外展開の方向性調査を踏まえ、下記の具体的な取り組み
が進行中。
　【健康食品製造業】現地大学と共同研究を行い、自社製品の信用力向上を向上させ現地市場へ参入を目指す
　【食品卸・加工業】現地の大手日系小売店での取引を開始
　【建築設計業】高度外国人材の確保に向け現地人材送り出し機関

　米中貿易戦争や日米貿易協議等により変動する国際経済動向に対応した県内中小企業の取り組みを支援
することで、海外展開のモデルとなる企業を創出し、県内企業の外需獲得を促進していく必要がある。
　企業の海外展開に必要な人材が不足していることを踏まえ、グローバル人材を確保し戦略的に海外展開に
取り組む県内企業を支援するよう、令和元年６月補正予算で制度改正（拡充）した。
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

配当替分
（商業振興費）

燃油高騰対策緊
急支援事業

(0) (2,600,000) (2,600,000) (0) (0)

燃油価格高騰に伴い、ト
ラック運送事業者が行う
省エネの取組を促進する
ことを目的とし、（一
社）鳥取県トラック協会
が燃油価格高騰対策とし
て行う低燃費タイヤ（エ
コタイヤ）導入経費補助
を支援した。

（商業振興費）

運輸事業振興助
成事業

96,374,000 0 96,374,000 0 0

県内の貨物運送事業者の
輸送力の確保、輸送サー
ビスの改善、安全運転の
確保等を促進し、公共の
利便の増進に寄与するこ
とを目的とし、(一社)鳥
取県トラック協会が行う
交通事故防止対策、環境
保全対策等を支援した。

目　　　　計 96,374,000 0 96,374,000 0 0

（貿易振興費）

境港利用促進事
業

23,870,000 (650,000) 17,063,962 0 6,806,038

境港の利用促進を図るた
め、境港貿易振興会が実
施するポートセールス活
動等に対する経費の助成
を行った。また、境港利
用の荷主に対し、輸出入
に要する経費の一部を支
援した。また、境港発着
コンテナ混載（LCL）輸
送サービスを行う事業者
に対して事業経費の一部
を支援した。

(　）は海外需要獲得強
化事業から流用

企業立地認定事
業者貨物誘致支
援事業

6,775,000 △ 6,300,000 475,000 0 0

企業立地の促進と境港の
利用促進を図るため、境
港外貿定期航路を利用す
る鳥取県企業立地等事業
助成条例に基づく事業認
定事業者に、操業開始か
ら一定期間、一定量の貨
物について輸送経費の一
部を助成した。

（主）ＧＴＩと
連携した北東ア
ジア輸送ルート
確立事業

26,734,000
△964,000

(2,034,000)
23,870,872 0 1,899,128

主な事業に関する調べの
とおり。

 (　）はアジア地域経済
交流推進事業（1,900千
円）、北東アジア地域国
際交流・協力地方政府サ
ミット関連事業（134千
円）からの流用
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(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

アジア地域経済
交流推進事業

18,516,000 (△ 1,900,000) 16,037,541 0 2,478,459

アジア地域との経済交流
の促進と本県産品の販路
拡大等を図ることを目的
とし、商談会の開催、訪
問団の受入等に機動的に
対応した。

※（　）はＧＴＩと連携
した北東アジア輸送ルー
ト確立事業へ流用

北東アジア地域
国際交流・協力
地方政府サミッ
ト関連事業

535,000
△401,000

(△134,000)
0 0 0

ロシアで開催された北東
アジア地域国際交流・協
力地方政府サミットに参
加した（標準事務費対
応）

※（　）はＧＴＩと連携
した北東アジア輸送ルー
ト確立事業へ流用

競争力のある物
流機能構築支援
事業

1,500,000 0 699,000 0 801,000

県内物流機能向上を図る
ため、県内物流事業者や
荷主企業が行う物流機能
の高度化・効率化の取組
について経費の一部を助
成した。

（主）県内企業
海外展開サポー
ト事業

53,429,000 △ 1,420,000 43,221,834 0 8,787,166
主な事業に関する調べの
とおり。

（主）環日本海
圏航路就航奨励
事業

36,400,000 0 33,600,000 0 2,800,000
主な事業に関する調べの
とおり。

環日本海圏航路
利用促進事業

8,462,000 0 7,428,486 0 1,033,514

環日本海定期貨客船の１
０年目記念セレモニーの
実施等、同航路のＰＲを
行った。

貿易支援体制整
備事業（日本貿
易振興機構負担
金）

13,226,000 0 12,944,000 0 282,000
JETRO鳥取の貿易支援に
関する取組に対して負担
金を拠出した。

（主）鳥取県東
南アジアビュー
ロー設置運営事
業

9,997,000 0 9,958,363 38,637
主な事業に関する調べの
とおり。

（主）海外需要
獲得強化事業

12,100,000
△2,200,000
(△650,000)

2,484,722 7,415,278

主な事業に関する調べの
とおり。

（　）は境港利用促進事
業へ流用

（主）ロシアビ
ジネス拠点化構
築事業

（5,475,000）
24,284,000

0 14,940,510 0
（5,475,000）

9,343,490

主な事業に関する調べの
とおり。
※上段（）書きは前年度
からの繰越に係る事業で
内数

目　　　　計
（5,475,000）

235,828,000
△ 11,285,000 182,724,290 0

（5,475,000）
41,818,710

合　　　　計
（5,475,000）

332,202,000
△ 11,285,000 279,098,290 0

（5,475,000）
41,818,710
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（３
）
事

故
繰

越
調

べ
  
 ・

・・
該

当
な

し

１
１

　
収

入
証

紙
取

扱
額

調
べ

　
・
・・

該
当

な
し

1
2　

収
入

事
務

処
理

状
況

調
べ

（
１

）　
分

担
金

及
び

負
担

金
  

・
・・

該
当

な
し

（
２

）　
使

用
料

　
・
・・

該
当

な
し

（
３

）　
手

数
料

　
・
・・

該
当

な
し

（
４

）　
財

産
収

入

（
単

位
：
円

）

目
節

細
節

財
産

貸
付

収
入

4
60

,3
0
0

60
,3

0
0

0
0

4
60

,3
0
0

60
,3

0
0

0
0

4
60

,3
0
0

60
,3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4

60
,3

0
0

60
,3

0
0

0
0

4
60

,3
0
0

60
,3

0
0

0
0

（
５

）　
寄

付
金

　
・
・・

該
当

な
し

本
庁

執
行

分
計

（目
）

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考

財
産

貸
付

収
入

計
（節

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
目

　
　

計

合
　

　
計
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（
６

）　
諸

収
入

（
単

位
：円

）

目
節

細
節

平
成

３
０

年
度

分
国

有
資

産
等

所
在

市
町

村
交

付
金

相
当

額
の

収
入

調
定

1
55

,5
5
5

0
0

平
成

２
９

年
度

運
輸

事
業

振
興

助
成

補
助

金
の

額
の

確
定

の
訂

正
及

び
一

部
返

還

1
1,

3
04

,3
0
0

0
0

2
1,

3
59

,8
5
5

0
0

1,
35

9
,8

55
0

0

1,
35

9
,8

55
0

0

（
７

）　
現

金
の

取
扱

状
況

　
・
・・

該
当

な
し

１
３

　
税

外
収

入
未

済
額

調
べ

　
・
・・

該
当

な
し

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

　
・・

・
該

当
な

し

１
５

　
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

　
・・

・該
当

な
し

１
６

　
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

　
・・

・該
当

な
し

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考

雑
　

　
入

雑
　

　
入

55
,5

5
5

1,
30

4
,3

00

合
　

　
計

1,
35

9
,8

55

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
1,

35
9
,8

55

出
納

機
関

執
行

分
計

（目
）

目
　

　
計

1,
35

9
,8

55
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等
（規約、要綱
等を含む。）

備考

貿易振興費

新規以外のもの 0
本庁執行分計 37,869,011
出納機関執行分計 0

目　計 37,869,011

合　計 37,869,011

　予算科目（商業振興費）
  ①　国　補　分　・・・該当なし
  ②　単　県　分

96,374,000 H31.4.24 概算 H30.4.20 24,095,000

概算 H30.8.10 24,093,000

（S51年度） H30.3.23 H31.4.22 概算 H30.12.18 24,093,000

(補助率：10/10） 概算 H31.3.12 24,093,000

96,374,000 H30.4.1 H31.4.15

本庁執行分計 96,374,000

出納機関執行分計

単　　県   分   計 96,374,000

　予算科目（貿易振興費）
  ①　国　補　分　・・・該当なし
  ②　単　県　分

973,456 H31.4.18 精算 H31.4.10 68,605

精算 R1.5.17 418,123

（H30年度） H30.5.11

(補助率：1/2）

486,728 H30.5.11 H31.4.18 H31.4.19

鳥取・吉林ＡＤＡＳ・Ｅ
Ｖプロジェクト事業補
助金

東京都港区
南1-6-41

（株）ジャパ
ンディスプ
レイ

外１件

鳥取・吉林ＡＤＡＳ・Ｅ
Ｖプロジェクトに取り
組む企業に対し、必
要経費の一部を助成

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月

日

実績報告
年  月  日

交付申請
年 月 日

完了年月日

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

鳥取県運輸事業振興
助成補助金

（一社）鳥取
県トラック協
会
鳥取市丸山
町219-1

（一社）鳥取県トラック
協会の運営する事業
に係る経費の一部補
助

支出年月日

備　 考

文書ID：
19-
00028121

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

間
 

接

補助対象経費

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

文書ＩＤ:18-
00355748

文書ＩＤ:19-
00023974

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

（単位：円）

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

補 助 率 及 び
補　助　金　額

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

金　　　　　額審査・現地
調査年月

日

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
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10,397,924 R1.5.13 概算 H30.4.19 2,200,000

概算 H30.7.25 1,500,000

（H7年度） H30.4.2 概算 H30.10.12 1,000,000

(補助率：
（補助対象経費-島
根県負担金）÷２)

概算 H31.1.29 70,000

4,198,962 H30.4.11 H31.4.19 R1.5.10 戻入 R1.5.22 △ 571,038

475,000 H30.8.27
精算 H30.8.13

25,000 文書ID:18-
00108943

精算 H30.9.28
400,000 文書ID:18-

00163760

（H24年度）
H30.8.23

精算 H31.3.14
50,000 文書ID:18-

00296096

(補助率：（10/10)

475,000 H30.9.14 H30.8.23 H30.9.14

12,432,000 R1.5.13 概算 H30.4.27 3,000,000

概算 H30.7.25 4,000,000

（H20年度） H30.4.2 概算 H30.10.12 6,000,000

(補助率： 10/ 10） 概算 H31.1.29 6,000,000

12,432,000 H30.4.12 H31.4.19 R1.5.10 戻入 R1.5.22 △ 6,568,000

1,049,300 H30.12.12 精算 H30.12.25 699,000

（H28年度） H30.9.11 H30.12.6
(補助率：2/3）

699,000 H30.9.14 H30.12.6 H30.12.10

17,431,079 R1.5.7 概算 H30.4.27 8,622,000

概算 H30.7.31 7,564,000

H30.3.27 H31.3.31 概算 H30.10.15 5,056,000

（H 20年度） (補助率：10/10） 概算 H31.2.5 3,562,000

17,431,079 H30.4.1 H31.4.16 H31.4.19 戻入 R1.5.13 △ 7,372,921

文書ID:19-
00041656

物流事業者及び荷主
企業等が行う物流機
能の高度化・効率化
の取組に要する経費
の一部補助

鳥取県産業
振興機構

文書ID：
19-
00029218

境港貿易振興会補助
金

境港市竹内
団地２５５－
３　境港貿
易振興会

文書ＩＤ:19-
00041652

境港の利用促進を図
るため、既存航路の
積荷の拡大、新規航
路の開設に取り組む
境港貿易振興会への
助成

（公財）鳥取県産業振
興機構が実施する
とっとり国際ビジネス
センター運営に係る
経費の助成

企業立地認定事業者
貨物誘致支援事業補
助金

境港市渡町
2900

山陰アシッ
クス工業
(株)

外２件

鳥取県企業立地等事
業助成条例に基づく
事業認定（新増設）事
業者を対象に、境港
外貨定期航路を利用
する貨物取扱を伴う
場合、事業開始から
一定期間、又は一定
量の貨物について輸
送経費の一部を助成

鳥取県境港利用促進
支援事業費補助金

境港市竹内
団地２５５－
３　境港貿
易振興会

全
部

境港の新規コンテナ
利用の促進、利用拡
大、小口貨物利用拡
大、環日本海圏航路
の利用促進、国際
フェリー・ＲＯＲＯ機能
船の利用促進を図る
ための支援

公益財団法人鳥取県
産業振興機構とっと
り国際ビジネスセン
ター事業費補助金

競争力のある物流機
能構築支援事業費補
助金 鳥取市末広

温泉町７２４
全国農業協
同組合連合
会鳥取県本
部

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月

日

文書ID：
18-
00248847

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日
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984,000 H31.4.5 精算 H31.4.24 433,000

（H27年度） H30.3.28

(補助率：1/2） （H31.2.18）

433,000 H30.3.30 H31.4.2 H31.4.4

（H31.3.6） ※補助金
上限１輸送
あたり３万
円

H31.2.18外 精算 H31.3.8外 1,251,000

1,877,000

（H30年度） H30.8.15外 H30.12.31外 H31.2.13外

(補助率：2/3）

1,251,000 H30.8.17外 H31.1.28外

R1.5.13 概算 H30.8.9 9,100,000

48,000,000 概算 H30.10.16 9,100,000

（H29年度） H30.7.6 H31.3.31 R1.5.13 概算 H31.1.25 9,100,000

(補助率：7/10） 精算 R1.5.22 6,300,000

33,600,000 H30.7.24 H31.4.19 H31.4.19

本庁執行分計 71,006,769

出納機関執行分計

単　　県   分   計 71,006,769

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

文書ID：
18-
00140683

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

境港発着混載輸送
サービス補助金

国際経済変動に対応
し、海外需要獲得に
取り組む企業（グ
ループ）を支援

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

境港市大正
町43
境港海陸運
送（株）

境港発着の海上コン
テナ混載輸送サービ
スの定着を図るた
め、サービスを提供
する者に対し、経費
の一部を支援

環日本海圏航路に係
る就航経費補助金

環日本海経
済活動促進
協議会

文書ID：
18-
00119369

環日本海航路の運航
経費を助成する民間
団体に対し、地元自
治体と協調して支援

文書ID：
19-
00007944

戦略的海外展開構築
支援事業補助金

鳥取県西部
経済同友会
外１件

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月

日

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日
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　予算科目（商業振興費）

  ①　国　補　分　・・・該当なし

  ②　単　県　分　

2,600,000 概算 H30.8.1 2,600,000

H31.3.19

（H30年度）

（補助率： 10/10） H30.7.5

2,600,000

H30.7.11 H31.3.8 H31.3.19

本庁執行分計 2,600,000

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 2,600,000

（３）交付金　・・・該当なし

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日 額の確定

年 月 日
　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出
年月日

金　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月

日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

平成３０年度鳥取県
燃油高騰対策緊急支
援事業補助金

（一社）鳥取
県トラック協
会

文書ＩＤ

燃油高騰を踏まえ、
様々な影響を受ける
県内事業者等を支援
するもの

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

0
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

概
算

H
3
0
.8

.3
1

2
,5

0
0
,0

0
0

概
算

H
3
0
.1

1
.1

3
2
,5

0
0
,0

0
0

概
算

H
3
1
.1

.2
9

2
,5

0
0
,0

0
0

精
算

R
1
.5

.2
2

2
,4

5
8
,3

6
3

概
算

H
3
0
.7

.6
4
,3

4
9
,4

2
6

概
算

H
3
0
.1

0
.1

2
2
2
4
,8

6
1

精
算

H
3
1
.2

.2
5

6
,2

0
5
,1

7
8

概
算

概
算

H
3
0
.6

.1
3

9
3
7
,5

0
0

H
3
0
.8

.2
4

9
3
7
,5

0
0

H
3
0
.1

1
.2

2
9
3
7
,5

0
0

H
3
1
.3

.1
9

9
3
7
,5

0
0

4
,6

0
0
,0

0
0

（
H

3
0
.6

.2
9
）

4
,6

0
0
,0

0
0

～

H
3
0
.6

.2
9

H
3
0
.9

.3
0

H
3
0
.5

.2
5

（
免

除
）

H
3
0
.8

.2
9

（
H

3
0
.8

.7
）

6
,1

0
2
,4

9
0

～

H
3
0
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H
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0
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0

随
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0
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上
記

の
外

、
契

約
額
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2
5
0
万

円
未

満
の
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の

9
,4
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2
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本
庁

執
行

分
計

4
0
,0
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0
,2

4
1

出
納

機
関
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行

分
計
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目
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4
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4
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合
　

　
　

計
4
0
,0

8
0
,2

4
1

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）
　

・
・
・
該

当
な

し

貿
易

振
興

費
単

県
第

６
回

Ｇ
Ｔ

Ｉ北
東

ア
ジ

ア
地

方
協

力
委

員
会

等
運

営
業

務
委

託

鳥
取

市
扇

町
５

８
ナ

カ
ヤ

ビ
ル

６
階

株
式

会
社

Ｊ
Ｔ

Ｂ
鳥

取
支

店

精
算

（
H

3
0
.4

.1
）

3
,7

5
0
,0

0
0

3
,7

5
0
,0

0
0

H
3
1
.3

.3
1

H
3
0
.3

.5
（
免

除
）

H
3
0
.4

.1
H

3
1
.3

.3
1

～ ～
随

H
3
1
.4

.1
9

1
0
,9

5
0
,0

0
0

H
3
0
.4

.1
3

（
免

除
）

H
3
0
.4

.1
6

H
3
0
.1

0
.3

1
～

（
H

3
0
.4

.1
6
）

1
0
,9

5
0
,0

0
0

文
書

ＩＤ
1
8
-

0
0
2
9
3
6
4

当
該

業
務

委
託

先
を

除
い

て
、

他
に

業
務

を
実

施
で

き
る

業
者

が
な

い
た

め
。

H
3
1
.1

.1
8

H
3
0
.1

2
.2

8

随
H

3
0
.4

.1
6

H
3
0
.1

2
.2

8

（
H

3
0
.1

0
.2

5
）

1
0
,9

5
0
,0

0
0

文
書

ＩＤ
1
7
-

0
0
3
0
6
0
2
1

県
附

属
機

関
の

審
査

委
員

会
で

契
約

更
新

は
妥

当
と

判
断

さ
れ

た
た

め
。

H
3
0
.9

.1
8

6
,1

0
2
,4

9
0

文
書

ＩＤ
1
8
-

0
0
1
6
0
2
6
6

新
規

。
公

募
型

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
よ

り
応

募
が

あ
り

、
審

査
に

よ
り

選
定

さ
れ

た
た

め

H
3
0
.2

.2
5

（
免

除
）

H
3
1
.3

.3
1

貿
易

振
興

費
単

県

鳥
取

県
ウ

ラ
ジ

オ
ス

ト
ク

ビ
ジ

ネ
ス

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

設
置

運
営

業
務

委
託

札
幌

市
中

央
区

南
３

条
西

６
丁

目
３

－
２

南
３

条
グ

ラ
ン

ド
ビ

ル
５

階
北

海
道

総
合

商
事

株
式

会
社

貿
易

振
興

費

貿
易

振
興

費
単

県

Ｄ
Ｂ

Ｓ
ク

ル
ー

ズ
フ

ェ
リ

ー
ザ

ル
ビ

ノ
延

伸
ト

ラ
イ

ア
ル

貨
物

輸
送

業
務

委
託

京
都

府
舞

鶴
市

北
浜

町
1
3
-
1

日
本

通
運

（
株

）
舞

鶴
支

店

単
県

鳥
取

県
東

南
ア

ジ
ア

ビ
ュ

ー
ロ

ー
設

置
運

営
業

務
委

託

東
京

都
新

宿
区

新
宿

1
丁

目
3
4
-
1
1
-
9
0
4

ア
ジ

ア
・
ア

ラ
イ

ア
ン

ス
・

パ
ー

ト
ナ

ー
・
ジ

ャ
パ

ン
(株

)

9
,9

6
0
,0

0
0

（
H

3
0
.4

.1
）

9
,9

5
8
,3

6
3

文
書

ＩＤ
1
9
-

0
0
0
4
5
2
0
6

公
募

型
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
に

よ
り

応
募

が
あ

り
、

県
附

属
機

関
の

審
査

会
で

選
ば

れ
た

た
め

。
随

H
3
1
.4

.2
6

（
単

位
：
円

）
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考
支

出
区

分
支

  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

～
H

3
0
.4

.1
H

3
1
.3

.3
1

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

契
約

期
間

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
　

・
・
・
該

当
な

し

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

加
H

H
減

少
H

H
計

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

0
0

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

合
計

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

0
0

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

　
　

ウ
　

山
　

林
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
エ

　
不

動
産

売
却

等
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
オ

　
財

産
の

交
換

　
・
・
・
該

当
な

し
　

　
カ

　
動

　
産

（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
キ

　
物

　
権

　
・
・
・
・
・
該

当
な

し
　

　
ク

　
無

体
財

産
権

（
特

許
権

、
著

作
券

、
商

標
権

、
実

用
新

案
件

等
）
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
ケ

　
有

価
証

券
　

・
・
・
該

当
な

し
　

　
コ

　
出

資
に

よ
る

権
利

　
・
・
・
該

当
な

し

（
平

成
３

１
年

３
月

３
１

日
現

在
）

本
年

度
末

備
　

考
本

年
度

異
動

状
況

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
7

　
　

イ
　

建
　

物
　

・
・
・
該

当
な

し

普
通

財
産

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9
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 （２）金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

受 入 額 払 出 額

　円 　円 　円 　円
郵便切手及び郵

便はがき
48,094 8,322 5,434 50,982

収入印紙 0

収入証紙 0

タクシークーポ
ン券

0

鉄道バスプリ
ペードカード

0

合　　計 48,094 8,322 5,434 50,982

イ　タクシーチケットの受払状況

 （３）基　金　・・・該当なし

 （４）債　権

件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額
円 円 円 円

ＦＡＺ倉庫用地貸
付料（ＮＴＴ電柱
等）

1
27,000 1 9,000 1 18,000

ＦＡＺ倉庫用地貸
付料（引上管路）

1
4,500 1 1,500 1 3,000

ＦＡＺ倉庫用地の
太陽光パネル設
備代

1
362,860 1 46,800 1 316,060

ＦＡＺ倉庫用地貸
付料（電柱エネコ
ム）

1
6,000 1 3,000 1 3,000

合　　　計 4 400,360 0 0 4 60,300 4 340,060

300,850円

（平成３１年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数
本　　年　　度　　中

本年度末 備　　　考
購入枚数 使用枚数及び金額

34 150 94 90

枚 枚 枚 枚

（平成３１年３月３１日現在）

備　　　　考

（平成３１年３月３１日現在）

債 権 の 名 称
前　年　度　末

本　　　年　　　度　　　中
本　年　度　末

備　考増 減

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末
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２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

年
額

無
料

無
料

年
額

7
,5

0
0

7
,5

0
0

年
額

1
,5

0
0

1,
5
00

年
額

1
,5

0
0

1,
5
00

年
額

3
,0

0
0

3,
0
00

計
1
3
,5

0
0

合
計

13
,5

0
0

　
　

イ
　

建
　

　
物

　
・
・
・
該

当
な

し
　

（
２

）
　

物
品

（
1
品

の
取

得
価

格
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

）
　

・
・
・
該

当
な

し

２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・・

該
当

な
し

２
３

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

２
５

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
６

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
該

当
な

し

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
5
5
02

9

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
4
8
18

0

H
2
8
.3

.8
H

2
8
.3

.8
～

H
32

.3
.3

1

H
2
5
.1

0
.1

0
H

2
8
.4

.1
～

H
33

.3
.3

1

鳥
取

市
湯

所
町

二
丁

目
2
5
8

西
日

本
電

信
電

話
（
株

）
鳥

取
支

店 広
島

市
中

区
大

手
町

二
丁

目
11

番
1
0
号

(株
)エ

ネ
ル

ギ
ア

・コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ズ

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
5
8
60

7

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
4
8
18

0

H
2
8
.4

.1
～

H
33

.3
.3

1
米

子
市

加
茂

町
二

丁
目

5
1

中
国

電
力

（
株

）
米

子
営

業
所

普
通

財
産

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

2
9,

8
26

.3
4
㎡

H
8.

1
.1

第
一

種
電

気
通

信
事

業
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

電
柱

1本
H

2
8
.2

.9

電
力

供
給

事
業

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
7

管
路

2条
管

路
2本

H
2
8
.2

.2
3

電
気

通
信

事
業

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
7

電
柱

1本
支

線
1条

H
2
8
.3

.8

第
一

種
電

気
通

信
事

業
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

電
柱

2本
支

線
2条

管
路

3条
H

2
8
.2

.9

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
5
-
3

（
株

）
さ

か
い

み
な

と
貿

易
セ

ン
タ

ー

H
8
.7

.1
5

H
8
.6

.2
5

H
2
8
.4

.1
～

H
33

.3
.3

1

鳥
取

市
湯

所
町

二
丁

目
2
5
8

西
日

本
電

信
電

話
（
株

）
鳥

取
支

店

H
8.

1
.1

H
8.

1
.1

～
H

3
7
.1

2
.3

1

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）
備

　
考

２
４

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・・

・
該

当
な

し

（
２

）
　

物
品

の
照

合

照
合

年
月

日
現

物
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
現

物
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

名
個

　
数

H
3
0年

11
月

2
2日

・　
有

　
　

　
　

　
・　

無
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○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

な
し
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